第5事件：業務停止処分取消訴訟（菊田医師事件）
■事件概要
・医師Xは、胎児が母体外において生命を保続できるまでに成長しているにもかかわらず人工妊娠中絶の施術を求める女性に対して、母親による嬰児／乳児殺しを防ぐ目的から、「実子あっせん行為」を違法と知りながら繰り返した。途中S48には自らその事実を公表。
・愛知県産婦人科医会会長の告発によりXはS53.3.1に仙台簡易裁判所において医師法違反及び公正証書原本不実記載・同行使の罪により略式命令で罰金20万円に処せられた。
・厚生大臣Yは、この罰金刑を理由としてS54.6.8付けでXに対してS54.6.15~S54.12.14の半年間の医業停止命令を下したが、Xはこの処分の取消を求めて本訴を提起。
■判決
第一審　東京地裁S58.6.28

・争点①Yの行政処分における裁量権の乱用・逸脱　　　　※裁判所の違法審査への消極性
→手続的＋実質的違法性事由＝医師法7条2項の処分における理由附記、弁明聴取書の作成の欠如、同種の行為の考慮、命令書の交付時期＋不正な動機、医道審議会の意見形成、実子あっせん行為への不当な評価（緊急避難、法益の比較衡量、平等・比例原則違反）
・争点②実子あっせん行為の倫理的是非
・判決…請求棄却。訴訟費用は原告負担。　　　　　　　
→手続的違法を全て否定。Yの処分は著しく妥当を欠くとは言えないとして裁量権の濫用・逸脱も否定。実子あっせん行為の緊急避難性を否定した上で、それが家庭裁判所の許可を得ない未成年者養子であること、近親婚や家庭紛争等を生む恐れがあり母子の心理上、社会上、法律上の幸福を必ずしも保障しないことから、医師の職業倫理に反するとした。
控訴審　東京高裁S61.3.31

・Xは新たに、特別養子制度新設の動きがあることを挙げて、実子あっせん行為の現場における不可避性、およびXの実子特例法創設への献身的な努力の功績を主張。
・判決…控訴棄却。訴訟費用は控訴人負担。
→第一審判決をほぼ引用。人身売買の誘発等、実子あっせん行為が持ちうる社会的影響から緊急避難性を再度否定。新たな主張に対しては、Xの一連の行為が問題提起の意義を有したことを認めつつ、医業停止処分の違法性は処分時を基準とするものでその後の制度新設の動きとは直接関係がないとして、裁量権の濫用・逸脱を根拠づけるには足りないとした。
上告審　最高裁S63.7.1

・判決…上告棄却。上告費用は上告人負担。
→「本件あっせん行為が胎児等の生命を守ろうとする動機、目的でなされたものであることを考慮しても、本件処分はいまだ社会観念上著しく妥当を欠くものとまでは認められず、本件処分が処分権者にゆだねられた裁量権の範囲を逸脱し、これを濫用したものということはできない。」
